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地球温暖化対策計画エネルギー基本計画 GX2040ビジョン

2024年12月27日～2025年1月26日パブコメ
→2025年2月18日 閣議決定

https://www.enecho.meti.go.jp/category/others/basic_plan/
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/keikaku/250218.html
https://www.meti.go.jp/press/2024/02/20250218004/20250218004.html
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次期削減目標（NDC）
2025年2月18日提出

内閣官房 地球温暖化対策推進本部 (第52回) 配布資料「地球温暖化対策計画（案）の概要」令和6年12月より抜粋
https://www.env.go.jp/earth/earth/ondanka/ndc.html
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0.7×0.7＝0.49

省エネ X 原単位の改善

kWh × CO2/kWh=CO2
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ネガティブエミッション技術
CCUS, DACCS, BACCS..

電化の促進
省エネ
需要の削減

カーボンニュートラル

エネルギー消費量
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非電源の脱炭素化
H2, Biomass, NH3,

e-メタン..

電源の脱炭素化

省エネ
需要の削減

電力 非電力

どのようにして脱炭素社会にするのか

省エネと需要の削減は同じ意味ではない！

Source: Modified from METI, Green Innovation
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日本の温室効果ガス排出量 2022年

34.7%

18.6%

17.4%

14.4%

住宅・建築分野はカーボンニュートラルには非常に重要な分野！
環境省資料から作成

産業部門
34.0%

運輸部門
18.5%

家庭部門
15.3%

エネルギー転
換部門
8.0%

業務その他部門
17.3%

非エネル
ギー起源
7.0%
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東京の温室効果ガス排出量

東京都資料から著者作成：https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/climate/zenpan/emissions_tokyo.html

建物関係が70％
近くの排出
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第7次エネルギー基本計画

2024年5月15日から議論開始

分科会長  隅修三 東京海上日動火災保険株式会社相談役
  伊藤麻美 日本電鍍工業株式会社代表取締役
  遠藤典子 早稲田大学研究院教授
  工藤禎子 三井住友銀行取締役兼副頭取執行役員
  黒崎健 京都大学複合原子力科学研究所所長・教授
  河野康子 日本消費者協会理事
  小堀秀毅 旭化成株式会社取締役会長
  澤田純 日本電信電話株式会社代表取締役会長
  杉本達治 福井県知事
  高村ゆかり 東京大学未来ビジョン研究センター教授
  武田洋子 三菱総合研究所 執行役員（兼）研究理事 シンクタンク部門長
  田辺新一 早稲田大学理工学術院創造理工学部教授
  寺澤達也 日本エネルギー経済研究所理事長
  橋本英二 日本製鉄株式会社代表取締役会長兼ＣＥＯ
  村上千里 日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・相談員協会 理事
  山内弘隆 一橋大学名誉教授
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第53回総合資源エネルギー調査会基本政策分科会（2023年6月28日)へ著者加筆
https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/index.html

G7各国のエネルギー自給率

✓ 日本の一次エネルギー自給率は13％（→15.2%）と極めて低い
✓ エネルギー安全保障・食料安全保障の問題あり

エネルギー自給率 食料自給率

日本 13％→15.2% 38％

米国 104％ 121％

英国 63％ 70％

フランス 54％ 131％

ドイツ 35％ 84％

イタリア 23％ 58％

カナダ 186％ 233％
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米国LBNLデータセンターに関する報告書（2024年12月23日）

積み上げ方式による予測で2023→2028年で3倍
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最終エネルギー消費量
2013年度：3.6億kL
2023年度：3.0億kL
2030年度：2.8億kL（第6次）
2040年度：2.6～2.7億kL（第7次）

電力需要
2013年度： 9,389億kWh
2023年度： 8,545億kWh
2030年度： 8,640億kWh（第6次）
2040年度：10,800億kWh（第7次）④

総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（第68回会合）配布資料「2040年度におけるエネルギー需給の見通し（関連資料）」
令和6年12月 資源エネルギー庁 より、一部抜粋し登壇者一部加筆

2040年度：1.1～1.2兆kWh（第7次）
2030年度：0.93兆kWh（第6次）

12,000-9,340=2,660億kWh
発電電力量は28％増加

エネルギー需給の見通し（イメージ）
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内閣官房 地球温暖化対策推進本部 (第52回) 配布資料「地球温暖化対策計画（案）の概要」令和6年12月 より、抜粋し登壇者一部加筆
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①非化石エネルギーを含むエネルギー全体の使用の合理化

②非化石エネルギーへの転換の促進

③ディマンドリスポンス等の電気の需要の最適化

省エネ法の改正
（2022年5月13日成立、2023年4月1日施行）
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2050年に目指すべき住宅・建築物の姿
✓ （省エネ）ストック平均でZEH・ZEB基準の水準の省エネ性能（※１）が確保さ
れる。

✓ （再エネ）導入が合理的な住宅・建築物における太陽光発電設備等の再生可能エ
ネルギー導入が一般的となる。

2030年に目指すべき住宅・建築物の姿
✓ （省エネ）新築される住宅・建築物についてはZEH・ZEB基準の水準の省エネ性
能（※２）が確保される。

✓ （再エネ）新築戸建住宅の６割において太陽光発電設備が導入される。

（※１）「ストック平均でZEH・ZEB基準の省エネ性能の確保」とは、
住宅 ：一次エネルギー消費量を省エネ基準から20％程度削減、
建築物：用途に応じて30％又は40％程度削減されている状態

（※２）
住宅：強化外皮基準及び再生可能エネルギーを除いた一次エネルギー消費量を現行の省エネ基
準値から20％削減
建築物：再生可能エネルギーを除いた一次エネルギー消費量を現行の省エネ基準値から用途に
応じて30%削減又は40%削減（小規模は20%削減）

2050年及び2030年に目指すべき姿
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ZEB（ネット・ゼロ・エネルギービル）
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https://www7.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/building/240221_briefing.pdf

キャップ＆トレード制度及び地球温暖化対策報告書制度
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https://www7.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/building/240221_briefing.pdf

東京都建築物環境計画書制度の強化
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太陽光発電

5kW = 20 パネル × 250W 
1kW=5m2 設置には約10m2 必要
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浮体式洋上風力（長崎・五島）
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フランスの不動産屋の店頭表示

→エネルギー

→CO2

撮影：田辺新一
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https://www.mlit.go.jp/shoene-label/
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ホールライフカーボン評価

D: 
リサイクル再利用

D
再利用
リサイクル
エネルギー回収

C1
撤去・解体

C2
廃棄物の輸送

C3
中間処理

C4
廃棄物の処理

C1-C4: 
解体段階

B1-B5
使用
メンテナンス
修繕
交換
改修

B6-B7
運用時のエネルギー消費
運用時の水消費

B1-B5, B6-B7: 
使用段階

EN15978, 2011ホールライフカーボン (A1-A5, B1-B5, B6-B7, C1-C4, D)

A4
現場への輸送

A5
施工

A4-A5: 
建築施工段階

A1-A3: 
資材製造段階

A1 
原材料の調達

A2 
工場への輸送

A3 
製品の製造

早稲田大学田辺研究室・新藤幹作成
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ASHRAE / ANSI Zero Net Energy and Zero Net Carbon Building

新たな評価方法公開：OC+冷媒リーク、LCAも記述

米国暖房冷凍空調学会（228-2023）
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World Green Building Council, Health & Wellbeing Framework; Six Principles for a Healthy, Sustainable Built 
Environment, (2020). https://worldgbc.org/better-places-for-people/health-framework

健康とウェルビーイングのフレームワーク

健康と健康増進

居住者の快適性

自然と人工環境の調
和

気候変動対策

ポジティブな社会価
値・建物とコミュニ
ティ

ポジティブな行動と
健康の促進
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https://doi.org/10.1016/j.buildenv.2024.111827

日本におけるオフィスワーカーの主観的幸福感に対する
環境要因の影響分析：構造方程式モデリングアプローチ
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✓ 主観的幸福感は、私生活の質、仕事の質、コミュニティの質で構成
✓ 「仕事の質」評価におけるオフィス環境の充実度は重要

私生活の質

仕事の質

友人との交流

余暇の過ごし方

健康への意識

お金の余裕

仕事満足度

オフィス環境の
充実度

環境調節の
しやすさ

オフィス環境の
基本的品質

ワーク
エンゲージメント

.33

.16

.57

.61

.43

主観的幸福感

.65

.91

.42

SEMを用いた主観的幸福感に関する影響構造

コミュニティの質
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2つの対策

• Mitigation：緩和

省エネ、再エネ利用、CCUSなど

• Adaptation：適応

気候災害、高温化、豪雪、火災など
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✓2018年の損害保険支払額は、台風21号1兆678億
円、台風24号3,061億円、西日本豪雨1,956億円

✓2019年の損害保険支払額は、台風15号4,656億
円、台風19号5,826億円

✓東日本大震災時の再保険支払額は、約1兆2,894億
円

日本の自然災害による経済損失

東京大学高村ゆかり教授資料などから引用
日本損害保険協会 風水害等による保険金の支払い (2023年3月31日）
https://www.sonpo.or.jp/report/statistics/disaster/index.html
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